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業況は引き続き改善、利益状況は厳しさ残る大阪同友会 第 28 回景況調査結果を発表  

第２８回定点調査の結果がまとまりました。７～９月期は、売上・利益・受注状況ともに

ＤＩ値プラスとなり４～７月期にその兆しが見えた業況の改善が引き続き進み、１０～１

２月期もこの趨勢は続くという予測になっています。（表１）  

 

しかし、売上ＤＩ値は、プラスになっても全般に利益の改善は遅れており、受注も厳しさ

を残すなど深刻な不況下の経営実態は依然として容易ならぬ環境にあるといえます。（調

査対象 355 、有効回答 128 、回収率 36 .1％。調査期日 2000 年 10 月 10、回答企業平均従

業員数 30.8 人、回答企業平均資本金 2,399 万円） 今回調査から調査対象を 110 社増やし

ました。前回と比べて平均従業員数と資本金額が下がっているのはその為です。これまで

の調査対象はそのまま継続していますので調査結果の連続性を著しく損なうことはありま

せん。(調査担当事務局) 

 

＜環境変化の予想＞業界の見通しは今後悪化  

特別項目「環境変化の予想と政策」については、前回調査と比べ「業界見通し悪化」との

回答が数、率ともアップしています。一般景気、業界動向とも明年を通じて不安定で、底

入れはまだまだとする傾向を明らかにしています。また、新たな設問ＩＴ情報技術関連の

仕事については回答の４分の１が関係ありと答えています。（表２）  

 

採算と資金繰りは好転せず  

業況の改善にもかかわらず 7～9月の採算状況は、資金繰りとも改善されず、むしろ悪くな

っています。2001 年の予測にしても「資金繰りは苦しい」が比重を高めており、中小企業

の金融環境が憂慮すべき状況にある事を物語っています。（表３） 

 

営業力強化、新規開拓、技術力の強化がウエイトアップすると同時に重点取引先の増加な

ど営業努力が売上・利益の改善をもたらしていることがわかります。今後の経営上の力点

もこうした項目に集中しています。 

経営上の力点調査について前回調査よりウエイトアップした項目（上位５項）は下表のと

おりです。 

 

現在、人的要素への重視が目立ちますが今後は情勢判断や企業戦略を的確に判断できるよ

うにしたいと「不安定な時代」対応を重視しています。また、経費削減による利益確保に

ついては前回よりもウエイトを下げています。 

 



製造、流通分野の改善進む  

業種別集計によれば、前回調査に続き製造業の業況改善が進んでいます。ＯＡ関係、印刷

の他流通商業分野も今回初めて売上、利益、受注のＤＩ値をプラスにしました。物流運輸、

建設、不動産の２分野は、依然として水面下の状態から抜け出せていません。（表４） 規

模別に見ると前回苦境下にあった一～九人の小規模企業の景況は、ＤＩ値プラスに転じま

したが十人以上規模企業が比較的に高いプラスＤＩ値を示しているのと比べればまだま低

いレベルにあるといえます。（表４）              文責  小川正昭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


